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１社会経済現象を数鐵的に表現し、その内部榊造を描写し解明するという社会認識の川具としての統計の機能にお
いてグループ分け方法のもつ意義はきわめて大きい。それは統計方法の基礎的な環をなすものと云ってよい。
統計盗料にもとづく農民層のグループ分けをつうじて、吾々は、特定の国の、特定の歴史的状況のもとにおける
農民層分解の具体的な形態と過程に関する数字材料を手にすることができる。
しかし、この数字材料にもとづく実証的研究が成功するためには、統計資料のグループ分けによって、認識対象
じたいの客観的な構成に応じた具体的な数字材料が把握されているのでなければならない。
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（１）
農民層分解の法則は、特定の歴史的条件の下で「その圖葬体的な発現の現象的諸形態にまで具体化」（法則の具体化）され、
２社会・経済的蕊実を反映する歴史的数字材料たる統計狩料によって検証されるが、そのさい、統計笂料は現実に存在する社会現
象の客観的な概成を述べるように総括されなければならない。．すなわち統計資料が正しくグループ分けされなければならない。
農民層分解の方向、形態、テンポに関する分析は、これらのグループおよびこれらのグループの内容を特徴づける指標の間
の
相
互
関
連
や
兼
異
、
そ
し
て
発
腿
方
向
を
確
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
。
ここにグループ分けという基礎的な統計方法が社会経済現象の研究過程において果す役削が示されている。
それには、云うまでもなくグループ分けの基準として認識対象の客観的な構成を反映しうる分類標識が選択され
なければならないが、このためには先ず、対象の社会経済的特質に関する理論的認識が前提となるのである。
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「捌題は、また課題の困難さは、いつに、経営の種々の群または型を全体として正確に経済学的に特徴づけるため
に
は
こ
れ
ら
の
資
料
を
ど
の
よ
う
に
整
理
し
た
ら
よ
い
か
、
と
い
う
こ
と
に
あ
る
。
雛
理
の
仕
方
が
不
赫
足
な
も
の
で
、
分
顛
が
正
し
く
な
か
っ
た
り
不
十
分
だ
っ
た
り
す
る
と
、
各
個
の
企
業
に
つ
い
て
存
在
す
る
非
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っている。農業の貸本主義的榊造は、経営主と労働者のあいだに、また極々の型の経営のあいだに存在する関係に
よって特徴づけられるのであって、もしこれらの型の標識としてまちがったものを取りあげ、それらの標識を不完
全なやり方でえりわけるなら、きわめてすぐれたセンサスも現実の経済学的絵図をあたえることはできない。
だからして、現代のセンサスの資料の整理の方法、あるいは分類の方法の問題が途方もなく重要であることがわ
（２）
かる」（傍点レーニン）
農業統計におけるグループ分けの発展３
この指摘の要点は、対象となっている農業の、歴史的・現実的発達形態の特画についての認識にもとづいて分類
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統計調査の業務の流れの中で、調査終了後にひきつづいておこなわれるデータの分類集計作業は、統計的集団の
即位要素を、その標識の変動に応じてきめられた基準によって系統的に分類し諸群に総括するという整理段階での
一作業であって、統計調査の技術的過程の一行程をなすものである。
しかし統計のグループ分け方法はたんに統計調査の技術的操作の範囲内にとどまるべきものではない。グループ
分けの基準の設定は統計調査の理論的過程において認識対象の特質と構造に関する理論的分析を経て決まるもので
社会現象の認識において、われわれが社会現象の鐵的側面を、基本的な点で同諏の個別的存在から成る社会的集
団として把えるのは、社会現象が、本来、内的必然性にもとづいて集団的にあらわれるものであり、さらに、それ
は社会的に同種の集団として一定の社会的役割を果し、一定の社会的属性を有するという客観的事実を反映するも
のだからである。この意味において社会的集団は恐意的な、あるいは抽象的な構成物ではないのである。社会的集
団を部分集団に分割する統計のグループ分けも認識対象における現実の部分的・集団的構成という客観的契機に対
すなわち、理論的過程において対象の特質に対する認識にもとづいて適切な標識が決められるが、そのなかから
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４また調査票において、すでに群が指示されている場合（たとえば産業あるいは帆業の分類として）には、単位要
素は調査の段階において、すでに理論的分析をつうじて確定された定蕊にもとづいて諸群に分属されることになる。
このように、統計のグループ分けは統計調査の理論的過程および技術的過程（調査・整理の段階）をつうじて有
機的関連をもって進行するものでなければならない。
綱
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だからこそグループ分けの方法は整理過程での単なる技術的操作なのではなく、その埜準はすでに統計調査の理
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しかし理論的過程と整理過程を媒介する調査の過程ももとよりグループ分けに大きな関係をもっている。
標識は調査票の調査項目として具体化されるものであるが、調査票作成の段階においてすでにグループ分けの大
応して行われるものである。
である。
ない。洲在票の作成において、対象の認誠にとって本肛的な標識が調査項目として採られていないならば、整理段階に
おいて、その標識を用いて対象を分類・集計することはもとより出来ない。
統計調査の実務上で調査票の作成と併行して分類集計表ないし結果表の作成が必要であるとされるのはこのため
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災業統計におけるグループ分けの発展
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（１）的Ｐ
ロイ事事群・
形物物愈；iiﾎi宗､h蕊iiliWV呂〆数対対間・的質冒ケ
が的的隔算群的マン与にが↑Ｗへ群皀（
社会現象を数量として把える操作および手段の独特の結合的総体として構成される統計方法過程においてグルー
プ分け方法の地位が正しく定められるのでなければ、われわれは、それによって把握対象の客観的・類型的構成を
正しく表現することができず、したがって統計は社会認識の強力な用具とはなりえないことになる。
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Ｐ・フラスヶンバーは集団を事物的標識によって事物的・孜的群（８０宮】、ゴー皀巴】且一『の⑦２℃肩口）と本物的・
品的群（忠ｏ巨呂‐Ｐロ巴己白こぐの⑦Ｈｇ円ロ）とに区分してさらに次のように説明を加えている。
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一‐真の量的階級ではなくてむしろ量的階級という枠の中であらわれる質的群である」すなわち「９℃と
〃
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）〉
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９℃と事物的・質的群であるが戯的階級の形をとっている」
６
．
（
５
）
（注）事物的標識とは「空問と時間におけるその位臓とは独立に、単位自体に属する標繊」である。
一方、東ドイツの統計学者、Ｅ・ヘルデおよびＯ・クーソは次のように述べている。
「統計家にとって本質的な課題は、量的資料において、その背後に存在する質的区別と変化を見分けるところにある。
社会主義の統計学は質と鉦の弁証法的統一に翻意するのに、若干のブルジョア統計家は『事物的質的』および
『事物的迩的』標識なる概念を造り出している。
（６）
そこに彼らがより深く突き進むことなしにしばしぱうわくの現象から出発していることがあらわれてい》わ」、
、
このように述べたうえ事物的分類標識について標識変動のあらわれ方のちがいによって、Ⅲその変動が概念によ
、
（７）
って表現されるグループ分け標識、②その変動が数によって規定されるグルー．フ分け標識とを区別する。
そして、事物的標識によるグループ分けのこの一一つの形態は標識変動のあらわれ方のちがいにもとづくものであ
って、それが概念の表現をとろうと数の表現をとろうといずれも質の相違を表現するものであるとする。
すなわち、グループ分け標識の変釛が数によって表現される場合の諸群は分類標識の麺的等級（・局員一国庁ゴの
（８）
シウ⑩ロ曉巨目、の口）において現われる質的差別によって相互に境界づけられるとする。
ヘルデ・クーンの見解は、単位要素のもつ質および壁の差別性にもとづいて、そこからただちに事物的・質的群
および事物的・量的群という区別をたてることによる質と壁の分断の方向に対する批判となっている。
舐の差別性はその変動が類型的な質の差を表現するように選択されるときはじめてグループ分けの標識となると
いうものである。
質の相違が量の選択によって表現される群というのはフラスケン・ハーの云う「自然的観点による量的階級」すな
７農業統計におけるグループ分けの発展
わら、「量的階級の形をとった質的群一に当るものとみてよ鞆が、ヘルデ・クーンはフラスヶン．〈Ｉのもう一つの
赴
的
群
、
す
な
わ
ち
、
「
形
式
的
・
算
術
的
観
点
に
よ
る
通
的
階
級
」
を
グ
ル
ー
プ
分
け
か
ら
追
放
す
る
。
こ
れ
は
原
則
的
に
正
当
で
量の変動の選択によって質の相違をあらわすのであるから、いろいろの類型を示す量的クラスは本来的に不等間
隔となると云わねばならない。
したがってそこでは級間隔は等しくなければならないとか、間隔は小さからず大きからず適度に定めるなどとい
う「一般原則「｜はなり立たないことになる。
も
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と
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と
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な
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あ
る
。
ある。
がらである。
さらに、社会経済現象は、本来、相関連した多様な側面をもってあらわれるものであるから、これを表現するに
は、社会経済現象それ自身のようにいくつかの標識が互いに関連づけられることが必要である。
統計的グループ分けも相互関連のあるいくつかの分類標識による組合せ分類の方法をとることによって標識の間
の関係がつけられ、対象の多様性に対応した奥行の深いグループ分けを行うことができる。
そのようにして、また把握対象の特質を浮かびあがらせることができるのである。
、
、
、
、
そして、云うまでもなく、分類標識の意味ある組合せは、また、現実に存在している客観的な契機を基礎とする
云うまでもなく、社会経済統計は蝋なる量の範畷を扱うものではなく数量的に規定された質を問題とするものだ
８それは結局、分類標識の選択とその標識変動の規定とが認識対象における現実の部分的・集団的榊成という客観
的契機に対応して行われているかどうか、という点からの批判・検討に帰着する。
しかしグループ分けにおいて対象の現実的な部分的榊成に充分対応しうる方法がとられるためには、対象の本質
に関する理論的認識にもとづいて分類基準が定められるということが前提である。すなわち、グループ分けをたん
に調査終了後の分類集計作業という技術的操作の範囲にとどまるものとせず、理論的段階・調査段階・整班段階の
統計調査の全経過的段階をつうじて有機的な関連をもって進行する基礎的統計方法として位悩づけることが必要と
この事実にもとづいて、レーーーンは「農業経営の規模や麺類による分類を『営業』経営の規模や型による分類と
（９）
結合することがどんなに重要か」と一一一一口ってそれらの分類標識の組合せの必要性を強調したのである。
以
上
述
べ
て
き
た
と
こ
ろ
は
統
計
的
グ
ル
ー
プ
分
け
方
法
の
基
本
的
観
点
に
川
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
ら
の
観
点
は
、
ま
た
、
わ
れ
わ
れ
が
社
会
経
済
統
計
の
分
野
で
と
ら
れ
て
い
る
グ
ル
ー
プ
分
け
方
法
を
批
判
・
検
討
す
る
さ
い
の
依
る
べ
き
基
準
と
な
る
も
の
のでなければなりたたない。
レーニンの詳細な分析によれば、一九世紀未、旧ロシア農村において、農民経営での農業的生業と「営業」的生
業との広範な規模での結合がみられたが、その実態に立入ってみれば、富裕な農民が商業的農業と企業的性格の商
工業的一‐営業一とを結合し、貧農がとるに足りない規模の作付と賃労働という一営業」とを結合しているというこ
される。
でもある。
工業的一‐営坐
とであった。
統計調査の全経過的段階をつうじて、このような、グループ分けの理論と技術的操作の位潰が明確化されるに伴
９ 農業統計におけるグループ分けの発展
い、はじめて、分類標識として本質的な標識であるにもかかわらず調査標識として採られていない、あるいは、採
られていても分類標識として選択されないということも起りえないであろうし、対象の構成にかんする具体的な認
識を豊富にするための必要不可欠の手段として組合せ分類法が必然的に発展してゆくことにもなるのである。
以下、このような観点から日本の農業統計におけるグループ分け方法の変化と発展について考察をすすめること
以下、》
にしよう。
わが国の農業生産部門が他の資本主義的産業部門とともに、社会的分業の一部門として貸本主義的再生産過程の
不
可
欠
の
構
成
部
分
を
な
し
て
い
る
こ
と
は
今
更
い
う
ま
で
も
な
い
。
しかしこの生産祁門での面接的生涯一過程の担当者は歴大な小生産農民にほかならない。鍵家が農業生産の主体を
Ⅲ内海庫一郎「統計と法則」（内海・木村・三潴編「統計学」四一一一頁）
別レーーーソ「現代農業の海水主義的柵逃」一九一○年『全集』箙一六巻、邦訳四四六’四四七両）
引弔・国儲颪日席肉・シニ、の目の旨のの国［】の厚の日目１冊ａのＨｍＢ豆の鼻肖の】巨閣・少貝」・巳ちゐ屋・大鵬隆遜、足利末男択「一
般
統
計
学
」
八
八
頁
6）（５）（４）
同ｉＭｉｉｉｌｉ冒掲掲
儒翌緊
吋ＬＵＩ－Ｕ
ｉ；･鵠
･頁頁
9）（８）（７二農
業
統
計
に
お
け
る
グ
ル
ー
プ
分
け
固く創田の『己の。○芹［己のユ丙巨旨皀の、巨口。－ｍ宛の【）』の『の一四臣⑩二戸患『ヨミ『【⑪●ず貝この『・つ・シロ｛一・ｓ巴》ｍ・念
出Ｒａの‐宍巨ロロ・回・回。。。、。②『
国⑰ＲａＰ汽巨与貝⑪。四・○・⑫・召》Ｓ←》眸巴
レーニン「ロシアにおける溢水主維の発隈」’八九六’九九年刊介災』第三巻、邦択一五一一一画
1０
これらの統計調査の展開をつうじて農家グループ分けの方法がどのような発展と変化を示してきたかについて前
節で述べた基本的観点をよりどころとして検討するのが以下の課題である。
農家の統計的グループ分けは、統計調査の結果、数量的に捕捉された農家の集団を対象の客観的・類型的な構成
に応じていくつかの部分集団に分割することにほかならない。
Ｕ
、
われわれが農家統計のグループ分けにより、そして、それにそれぞれのグループの内容を特徴づける有効な桁標
を結びつけることによって一国の農業生産構造の全体をほぼ充分に示すことができるのはこのためである。
この意味で農業統計におけるグループ分けの問題は、工業統計における全工場集団のグループ分けと対応して、
基本的に、農家統計のグループ分けの問題として扱いうるのである。ところで日本の農業統計における農家グルー
プ分けは農事統計およびその後のセンサスカ式による「農業基本統計」の系統を中心として展開してきたものである。
（
注
）
「
農
業
基
本
統
計
」
と
い
う
呼
称
は
特
別
に
定
ま
っ
た
内
容
の
も
の
と
し
て
一
般
に
通
用
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
各
轍
の
腱
家
類
型
別
構
成
を
つ
う
じ
て
農
業
生
産
の
基
本
的
要
素
の
構
成
内
容
を
把
握
す
る
統
計
調
査
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
。
こ
の
系
統
に
属
す
る
統
計
調
査
は
今
日
で
は
農
家
に
関
す
る
総
合
的
統
計
調
査
と
し
て
の
「
農
業
セ
ン
サ
ス
」
を
中
心
と
す
る
が
こ
れの出発は表式調査の形で行われた農事統計調査にさかのぼるものである。
農
業
基
本
統
計
の
系
統
は
、
農
珈
統
計
調
査
（
明
治
三
十
六
Ｉ
昭
和
十
五
の
累
年
）
に
は
じ
ま
り
、
は
じ
め
て
セ
ソ
サ
ス
方
式
で
行
わ
れ
た
全
国
農
家
一
斉
調
査
（
昭
机
十
三
・
九
・
一
）
そ
し
て
調
査
方
法
・
調
査
項
目
な
ど
の
画
期
的
な
改
正
の
行
わ
れ
た
農
業
基
本
調
査
〈
夏
期
調
査
〉
（
昭
和
十
六
・
八
・
一
）
そ
し
て
、
戦
後
初
の
臨
時
農
業
セ
ソ
サ
ス
（
昭
和
二
十
二
・
八
・
一
）
を
経
て
、
わ
が
国
峨
初
の
本
格
的
農
業
セ
ン
サ
スの確立と云われる一九五○年世界農業センサス（昭和二十五・二・一）に至る。これ以後は五年毎に行われる農業センサ
スにひきつがれる。
なすのである。
ところで資本主義的商品経済下の小生産農家は、農業内外の諸条件に規制されて多様な屈折と佃俺をうけながら
も商品経済の法則の作用にもとづいて、さまざまの過渡的・中間的諸段階を経過しつつ生産関係上の地位を異にす
る農家の社会経済的諸類型に分化分解してゆくものである。
し
た
が
っ
て
資
本
主
義
下
の
小
生
産
的
農
家
の
集
団
に
か
ん
す
る
グ
ル
ー
プ
分
け
方
法
（
グ
ル
ー
プ
分
け
標
識
の
選
択
、
標
識
変
動
の規定、組合せ法の利用）において、前提とされる対象の特質に側する理論的認識は、とうぜん、農民層分解の観
点
を
基
本
と
す
る
こ
と
に
な
る
。
秘小生産的農家の集団の統計的グループ分け方法は農民層分解の観点から対象の現実の類型的榊成を統計資料の分
”類をつうじて解明するための手段となるものでなければならない。なぜならば、「統計は勝手な数字の配列を与え
治ればいいものではなく、研究されている現象のうち、実生活によって完全に輪郭がさだめられた、あるいはさだめ
（１）
かられっっある種々の社会的類型を数字で解明するものでなければならない」からである。
滝このような理由から、盗本主義下の小生産的農家集団のグループ分けでは、農民層分解の蒲形態を特徴づける標
率識が分類標識として、他の標識に優先して選択されなければならないのである。
（２）
繩そして、そのさい、農民層の分解とは「農民のあいだでのすべての経済的矛盾の総体」であることから、これを
蜂描き出すためには相関連する諸標識による組合せ分類の方法が必然的に要求されることになろう。
Ｈ
寄
生
地
主
的
土
地
所
有
制
下
の
小
生
産
的
農
家
集
団
に
つ
い
て
１１わが国農家の統計的グループ分けにさいし、その前提となる把握対象の特質はいかに認識されるであろうか。ま
ない。 したがって対象の類型的特性を述べる標識が水面的なものとして優先的に分類標識として選択されなければなら
1２
ず、戦前（産業資本の確立以降、第二次大戦前まで）については以下のように要約することができよう。
農業の基本的生産関係として土地の所有対非所有の矛盾を第一義的なものとする寄生地主制下の小生産的農家集
団、それは、寄生地主制の下に制縛されながらも貨幣・商品経済の浸透に伴い、土地の所有と経営の絡み合いをつ
う
じ
て
進
展
す
る
農
民
層
分
解
に
よ
っ
て
、
一
方
に
小
商
品
生
産
の
側
面
の
拡
大
と
、
他
方
に
半
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
的
要
素
の
拡
大
を
内
包する小生産的農家集団であると規定しうるであろう。
統
計
的
グ
ル
ー
プ
分
け
に
お
い
て
分
類
標
識
と
し
て
選
択
さ
れ
る
べ
き
本
質
的
標
誠
は
、
対
象
の
特
質
の
認
識
に
も
と
づ
き
、
そ
の
類型的特性を述べる標識が優先されるとすれば、ここから、土地の所有・非所有の標織にもとづくグループ分け、
す
な
わ
ち
自
作
・
小
作
別
分
類
の
農
家
グ
ル
ー
プ
分
け
に
お
け
る
中
心
的
位
職
が
決
ま
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
土
地
所
有
者
資
格
の
圧
倒
的
優
位
の
も
と
で
所
有
と
経
営
の
絡
み
合
い
を
つ
う
じ
て
進
行
す
る
農
民
層
分
解
の
具
体
的
形
態
を
示
す
た
め
に
、
自
小
作
別
分
類
と
経
営
規
模
別
分
類
の
組
合
せ
分
類
の
方
法
が
採
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
目
小
作
別
な
い
し
経
営
規
模
別
分
類
と
労
働
力
商
品
化
の
て
い
ど
と
形
態
と
を
特
徴
づ
け
る
梛
識
に
よ
る
分
類
と
の
紺
合
せ
分
類
法
が
と
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
では、農業統計の実際において、農家グループ分けはどのように展開したであろうか。
明治末期にはじまる農事統計以来、わが国の農家グループ分けの様式は、経営耕地の所有形態を分類標識とする
「自作・小作別」を中心として、これに「経営耕地規模別」と「専業・兼業別」が加わるというかたちで展開して
きた。（注）農事統計以前の自作・小作別の分類としては明治十六年の農商務通信規則による「自作小作人表」での「自作主，自作
兼小作・小作主」の分類がはじめてであり、さらに明治二十二年の農頓調査での「自作農・自作兼小作農・農業ヲセスシ
農業銃i;|におけるグループ分けの発展1３
（３）
テ耕地ヲ有スル者・小作農」の分類がある
また、専業・兼業別の分類があらわれるのは興業意見〈明治十四年Ｉ十六年）、ついで明冷十六年迦偉隅凝則による避氏戸
（４）
ロ
表
、
明
治
二
十
二
年
の
農
事
調
査
に
お
い
て
で
あ
る
。
しかし、その統計上の定雑や分類の規定は与えられていない。
経営耕地規模分類の始原については後段でこれを述べるさいにふれる。
こ
れ
ら
に
、
昭
和
十
三
年
の
一
斉
調
査
で
「
農
業
種
類
別
」
の
分
類
が
、
さ
ら
に
昭
和
十
六
年
の
夏
期
調
査
で
「
主
要
現
金
収
入
源
種目別」の分類が追加される。あとの二つの農業種類別の農家分類は、戦後一九五○年センサス以降、「農業の産
業分類」ないし「農業経営組織分類」として発展してゆく。
も
ち
ろ
ん
農
家
統
計
で
と
ら
れ
て
き
た
農
家
分
類
様
式
は
こ
れ
ら
に
つ
き
る
も
の
で
は
な
い
。
と
く
に
今
次
大
戦
後
の
一
九
五
○
年
セ
ン
サ
ス
に
よ
っ
て
農
業
セ
ン
サ
ス
が
本
格
的
な
形
を
と
と
の
え
て
か
ら
は
新
し
く
登
場
を
み
た
農
家
分
類
様
式
も
少
く
な
い
。
また、出発当初において雑木的な腿家分類様式とされたものについても、農業化瀧川係の変化、農業生産臓造の
発展に伴って、その重要度に大きな変化がおきてくるのも当然のことである。
大
筋
的
に
言
え
ば
、
農
事
統
計
、
一
斉
調
査
（
昭
和
十
三
年
）
ま
で
は
目
小
作
別
分
類
が
中
心
と
な
っ
て
い
た
が
、
夏
期
調
森
（
昭
和十六年）に至り、専兼別分類が重視されるようになった。とくに、戦時下の「職工農家」の急増を反映して兼業
は種類別に細分化されるとともに、これが他の農家分類との組合せ分類の主軸とされるようになる。
専兼別分類の亟視は戦後にもひきつがれるが、一方、農地改革以後の農業センサスでは自小作別分類がほとんど
全く重要度を減じ、これに代って経営規模別分類が伝統的な経営耕地面積を標識として作成されるばかりでなく農
産物販売額規模分類として行われるようになり、また、いくつかの経営形態別分類が新しく登場するなど、農業経
営
の
規
模
と
タ
イ
プ
に
関
す
る
分
類
に
重
点
が
移
行
し
て
く
る
と
い
う
動
き
を
辿
る
も
の
と
み
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
1４
とくに、明治四十一年以降昭和十五年まで累年、農家分類別統計を与えてきた農会洲査による農事統計は農家に
側する累年統計として唯一のものであったが「これの欠陥は調査機関が全国的にみて完備していないことと、調査
（６）
方法の規定がなく、何を農家とし、何を兼業農家とするか等が明瞭でない」とい・っ状態のものであった。
農家分類様式のこのような時代的変遷は、もちろん、対象の特質の歴史的変化を反映したものとみてよいであろ
う。しかし、グループ分けの方法が統計調査の理論的過程のなかにおいて対象の本質の認識をつうじて意識的に位
世づけられていたかどうかという点から云うならば、少くも一九五○年の農業セソサス以前においてはきわめて不
層的な秩序、社会的皿
わ
め
て
重
要
視
さ
れ
た
。
近
藤
康
男
氏
も
こ
の
分
類
に
関
し
て
「
土
地
所
有
が
農
民
に
よ
る
土
地
改
良
の
原
動
力
で
あ
る
。
小
作
関
係
に
あ
る
者
が
土
地
改
良
をするということはあらゆる意味において不可能と言ってよい。自作・小作別農家戸数および耕地の自作・小作別
（５）
は
か
か
る
意
味
を
有
す
る
調
査
で
あ
る
」
と
解
説
し
て
い
る
。
農
地
改
革
以
前
に
は
、
こ
の
分
類
は
た
ん
に
経
営
を
性
格
づ
け
る
と
い
う
意
味
に
と
ど
ま
ら
ず
、
そ
れ
を
と
お
し
て
農
家
の
身
分
階
層的な秩序、社会的地位そのものをあらわすことに通ずるものでもあったのでその他の農家分類様式とくらべてき
十
分
な
も
の
で
あ
っ
た
。
甑
実
そ
の
と
お
り
で
あ
っ
た
。
戦後の農家グループ分けにおいて自小作別分類の占める重要性の大きな変化は、云うまでもなく、農地改革によ
る地主的土地所有の解体に伴う対象の歴史的性格の変化から生じたものである。戦前、寄生地主制のもとでは、経
営耕地の所有形態すなわち、その経営耕地が自己所有のものであるか、他から借入れているものであるかは農業経
営
の
内
容
に
大
き
な
影
響
を
も
つ
と
こ
ろ
か
ら
、
経
営
を
性
格
づ
け
る
標
識
と
し
て
本
質
的
な
意
味
を
も
つ
も
の
と
さ
れ
て
き
た
し
、
農業統計におけるグループ分けの発展1５
そして、農事統計から得られる農家分類別統計は、自小作別、経営耕地規棋別、専兼業別の、それぞれ孤立した
分
類
標
識
に
よ
る
農
家
統
計
で
あ
っ
て
相
互
の
関
連
を
知
り
え
な
い
平
板
な
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
相
関
連
す
る
い
く
つ
か
の
分
類
標
識
の
組
合
せ
を
つ
う
じ
て
対
象
の
多
様
性
を
反
映
す
る
と
い
う
グ
ル
ー
プ
分
け
の
有
効
な
手
段
に
対
す
る
考
慮
を
全
く
欠
い
て
い
た
。
目
小
作
別
と
経
営
耕
地
規
模
別
の
組
合
せ
分
類
の
方
法
が
と
ら
れ
な
か
っ
た
た
め
、
所
汀
と
経
営
の
絲
み
合
い
を
つ
う
じ
て
進
行
す
る
農
民
層
分
解
の
具
体
的
形
態
を
と
ら
え
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
。
、
９
℃
、
したがって、栗原面寿氏は農事統計による「耕地所有規模別農家戸数」と「耕地耕作規棋別農家戸数」の結合さ
れない二つの統計衣を累年比較して「後者が一町以上二町未満の中川層に集執しつつあるのに対して前者は両極層
に
分
化
し
つ
つ
あ
る
の
で
あ
る
。
か
く
両
者
が
反
対
的
傾
向
に
立
っ
て
い
る
と
き
、
両
者
の
交
錯
は
如
何
な
る
意
義
を
示
す
も
の
で
あ
ろうか。累増しつつある小農層と累減しつつある小耕地所有者層との交錯は、この小農用が自作農としてではなく、
６
勺
（８）
むしろ小作緬瀝及至目小作農として増加しつつあることを推定せしめるものでなければならない」（傍点引用者）と
して所有と経営の絡み合いをつうずる農民層分解のすがたを推測したのである。
苦し、累年の農事統計によって日小作別分類と経営耕地規模別分類とを組合せた結合統計表が与えられていたな
らば、寄生地主制の下でも農民層分解の一定の進展をつうじてあらわれる土地の所有・非所有にかかわらぬ経営上
昇農民層の具体的な姿態（寄生地主的土地所有の制縛下での農民の小商品生産者的発展）を浮かび上らせることに
（注）大正末年、農林省の調査担当官であり、富迄経済統計の研究者でもあった長沢柳作氏も、当時、「農事調査は調査の
事項、調査の範囲、方法等すでに時代に通合せざるものあるのみならず農業経営統計としても頗る不完全なるものを以て
７）
近く一・大改革を伽ふるの要あり」と述ぺている。
1６
レーーーソが「組合せ表の科学的意義は巨大」であって「これらの表は農業経済学に完全な変革をもたらすである
一ｍ〉
』っ」と述べているのも決して誇張ではない。
農
事
統
計
に
お
い
て
、
こ
の
よ
う
な
細
合
せ
分
類
の
方
法
が
と
ら
れ
な
か
っ
た
の
は
、
も
ち
ろ
ん
、
農
事
統
計
が
単
位
観
察
を
欠
く
表式調査の方法によるものであったという調査技術的制約によるところが大きいであろう。
（、）
たしかに「農業の有機的榊造を示す統計の作成は、個迩率による調査が実行されることを前提としている」のであ
そして昭和十三年の「一斉調盗」においてはじめて与えられた自小作別分類と経営耕地規模別分類の結合統計表
によって「一町以上二町未満耕作層を基準とするわが国農家の中堅層は、自小作農を主流とし小作農を排除しつつ
漸次、自作農化する傾向を示しつつあるのであって、まさに自作小農への生長の過程に立ちつつあるものとしてそ
可）
の
性
格
を
確
認
さ
る
べ
き
と
こ
ろ
で
あ
る
」
と
所
有
と
経
営
の
絡
み
合
い
を
と
お
し
て
あ
ら
わ
れ
る
鰹
民
層
分
解
の
姿
を
分
析
し
た
の
なお、目小作別と経営耕地規模別との組合せ分類は、昭和二十四年に行われた典地調査霊地改蛾による土地所有
側係の変化を砿ぬる目的をもった紳殊セソサス）でも採られているが、このさいは、鍵地改革を経た後に小作農として
と
り
残
さ
れ
た
出
家
が
零
細
耕
作
燗
に
染
中
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
、
農
地
改
革
の
「
上
か
ら
」
の
性
格
を
具
体
的
に
認
識
さ
せ
る
の
な
っ
た
で
あ
ろ
う
。
に役立った。
である。（瀧）ついでながら、統計洗料によって示されたこの邪突は寄生地主的土地所有の制縛下での腱民の小商品生瀧者的発展のゆ
が
め
ら
れ
た
州
総
形
態
を
反
映
し
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
こ
れ
を
も
っ
て
独
占
強
本
主
投
段
階
で
の
、
い
わ
ゆ
る
「
中
幾
標
瀧
化
」
と
い
う
一
般
理
論
を
紅
立
て
る
材
料
と
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
７１．誰蕊采鍵家について農業の主従分類とともに難遜宋農家の兼業菰類別分類がはじめてあらわれるのも一斉調査におい
農業統計におけるグループ分けの発展
って、表式調査の方法による農事統計ではグループ分け方法の意識的適用は阻まれざるをえないものであろう。し
か
し
根
本
的
に
は
、
調
査
主
体
に
お
い
て
、
把
握
対
象
に
対
す
る
理
論
的
認
識
を
も
と
に
し
て
グ
ル
ー
プ
分
け
方
法
を
適
用
す
る
と
い
う
観
点
が
欠
除
し
て
い
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
た
と
云
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
農会委託の農事統計がもつこのような欠陥に対して、これの補足ないしその検討の意味を含め、一｝へた「農業基本
統
計
」
改
善
へ
の
第
一
歩
と
し
て
、
直
接
、
農
政
当
局
の
手
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
セ
ン
サ
ス
方
式
の
調
査
が
。
斉
調
査
」
（
昭
和
十
三年）である。ここではじめて目小作別と経営耕地規模別の組合せ分類をはじめ、目小作別と専兼業別、専兼業別
と農業種類別などの組合せ分類方法がとられるようになり、日本農業構造の具体的解明のうえで有用な結合統計表
が
多
く
与
え
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
専
兼
別
の
農
家
統
計
に
つ
い
て
も
農
珈
統
計
で
は
長
い
間
、
専
業
農
家
と
兼
業
避
家
と
い
う
二
大
区
分
が
行
わ
れ
て
い
た
に
す
ぎ
な
かったものが「｜斉調涜」において兼業農家はさらに農業の主従によって「農業を主とするもの（第一砿兼業艇家）」
と
「
農
業
を
従
と
す
る
も
の
（
第
二
郁
兼
梁
鍵
家
と
に
分
類
さ
れ
る
と
と
も
に
兼
業
の
和
類
別
分
類
が
行
わ
れ
た
。
そして、兼業が「一荻」と「二兼」とに区分されることによって「専業・兼業の領域がはっきり本業・副業と異
（胆｝
る領域として第一線にまで意識されて調査されるに至った。｜ものとみてよい。
（注）昭和十三年の調査報告（「我が国農家の統計的分析」）は、一斉調査による専業農家と農業を主とする兼業農家とを本業
農
家
と
し
、
鵬
業
を
従
と
す
る
兼
業
鰹
家
を
副
業
農
家
と
し
て
、
鍵
躯
統
計
に
よ
る
専
業
・
兼
業
腿
家
の
削
合
と
比
較
す
る
と
両
者
は
ほ
ぼ
近
くなると分析している。（同報告一○’一二頁）。すなわち「奨事統計の兼業農家は多分に第二菰兼業的のもので、第一
へⅢ）
砿兼業はかなり専業鍵家とされていた」ことになる。
てである。
８１
一
斉
調
査
の
結
果
、
昭
和
恐
慌
か
ら
満
州
事
変
を
経
過
し
て
す
で
に
農
家
の
半
プ
ロ
化
が
広
範
に
進
ん
で
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
った。すなわち、全農家の五四％が兼業農家であり兼業農家の四三％が雇用労働兼業であること、そしてさらに、
こ
れ
を
自
小
作
別
分
類
と
紺
合
せ
る
と
、
雁
川
労
働
兼
業
は
自
作
農
家
で
二
七
％
、
目
小
作
艇
家
で
四
七
％
、
小
作
艇
家
で
五
六
％
と
い
う
状
態
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。
し
か
し
、
こ
の
低
労
働
が
ど
の
よ
う
な
産
業
部
門
と
鮎
び
っ
い
た
も
の
か
、
さ
ら
に
、
絲
徴
規
模
と
腿
家
兼
業
の
結
び
つ
き
の
形
態
な
ど
に
つ
い
て
は
ま
だ
明
ら
か
と
な
ら
な
か
っ
た
。
夏
期
調
在
（
昭
和
十
六
年
）
に
な
る
と
「
兼
業
艇
家
の
内
容
は
千
差
万
態
で
あ
っ
て
、
こ
れ
を
範
蝋
に
従
っ
て
適
確
に
把
握
す
る
こ
くＭ）
と
は
我
国
農
村
の
認
識
上
に
正
典
な
る
課
越
で
あ
る
」
と
し
て
、
賃
労
働
兼
業
を
雌
Ⅲ
先
の
産
業
分
類
的
区
分
に
よ
っ
て
細
分
類
し
←
Ｌ
兼
業
稲
類
別
統
計
が
作
ら
れ
る
と
と
も
に
勲
兼
業
別
分
顛
は
目
小
作
別
、
経
営
耕
地
規
模
別
、
艇
業
業
態
別
、
主
要
現
金
収
入
源
煎
月
別
な
ど
の
す
べ
て
の
分
類
と
組
合
せ
ら
れ
た
。
まえにも述べたように、十三年一斉洲査では、まだ目小作別分類が農家グループ分けのかなめの位置を占めてい
たが、十六年夏期調査になると農家兼業化の急速、広範な進行を反映して専兼業分類への重点移行がみられる。レ
ー
ニ
ン
は
ゼ
ム
ス
ト
ヴ
ォ
統
計
に
お
け
る
「
営
業
」
（
ま
た
は
「
賃
仕
事
二
と
い
う
概
念
に
つ
い
て
「
『
営
業
』
に
は
、
分
与
地
外
０
１
、
、
、
、
９
での農民のありとあらゆる職業がはいっている。工場主も労働者も、製粉所や瓜畑の所有者も、日雇や雇農も、買
占人や商人も、雑役労働者も、木材業者も木こりも、鮒負人も建築労働者も、自由職業の代表者や事務員も乞食、
類にすぎなかった。
一斉調査の結果、
った。すなわち、〈
しかし、そのさいの兼業種類は自営兼業についての産業分類的区分を主とし、これに雁朋労働兼業を加えた六分
1９農業銃jilにおけるグループ分けの発展
等騨もｌこれらすべてが『営業者』なのだ！この乱繋な用繍法は『分与地』は百姓の『本当の』、『自然の』
職業であるが、そのほかのすべての職業は、区別なく『副』業に属するという伝統的な見解の名ごりである」「農
民経済にかんする戸別報告の整理は、農民の『営業』がそれらの経済上の類型によってわけられないかぎり、『営
、
Ｂ
、
、
、
、
、
、
業者』のなかで経営主が賃金労働者から分離されないかぎり、不十分なものであろう。これらは、経済的類型の最
（嘔）
小限であり、これの類型の区分がなければ、経済統計は十分なものとはみとめられない」（傍点レーニン）と述べ
そして夏期調査ではじめて経営耕地規模別と鄭兼業別の組合せ分類が行われ、零細経営規模層と「館二極兼業」
との密接な結びつきの状態が碓認されるに至ったのである。
しかし、それぞれの経営階層がむすびつく兼業の方向が他産業自営のブルジ期ァ的なものか、賃労働兼業のプロ
レタリア的な屯のかについては農業経営規模別と兼業種類別との組合せ統計によらなければ確認できない。この点
についても、レーニンは次の指摘を行っている。「農業とその他の職業との結合は、農耕者の群がちがえばそれぞ
れ異なる対立的な意義をもつ。小農耕者にとっては、それはプ戸レタリア化、農耕者の自立性の減少を意味する。
なぜなら、ここでは、農業と結合するものが賃労働、小手工業、小商業、等々のような職業であるからである。と
ころが大きな農耕者にとっては、それは文武官としての勤務、等々による大土地所有の政治的意義の増大を意味す
（蝿）
るか、あるいは農業と林業および農産物加エ業との結合を意味する」
こ
の
よ
う
な
農
業
経
営
規
模
と
兼
業
種
類
と
の
詳
細
な
結
合
統
計
表
が
で
て
く
る
の
は
昭
和
三
○
年
の
セ
ン
サ
ス
以
降
で
あ
る
。
近藤氏が農家兼業を範麟に従って把握することが農村の認識にとって重要な課題であるとしたのもまさにこの点
に
か
か
わ
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
ている。
2０
げることにしよう。
と
こ
ろ
で
夏
期
調
森
（
昭
和
十
六
年
）
に
至
り
、
と
く
に
耳
兼
分
類
が
重
視
さ
れ
賃
労
働
兼
業
の
種
類
が
細
別
化
さ
れ
た
の
は
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
当
時
、
い
わ
ゆ
る
「
職
工
農
家
」
と
呼
ば
れ
た
よ
う
な
他
産
業
部
門
と
結
び
つ
い
た
賃
労
働
兼
業
化
が
顕
著
な
動
き
と
な
っ
て
き
た
こ
と
を
背
景
と
し
て
い
る
。
このような農民層のプロレタリア化の過程を兼業極類別分類によって表出することは農民層分解の諸形態を認識
す
る
う
え
で
有
用
な
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。
しかし雁川先の産業分類的区分を灘入して農家兼業煎類の細分化を行うことは、幾乗経営を性格づけるための専
兼別分類の観点から職業分類的区分の観点へ函点が移行していったことを意味する。そして、これは同時に、世幣
（世帯成員のすべて）を基準として避家兼業を把握していながら世帯員個々によって異なりうる兼業種類のいずれ
か一つに兼業農家を細別分属させざるをえないというかたちにおいて、専兼別農家分類様式が内包する矛盾を表面
化させることになったのである。
これら専兼業別農家分類様式が内包する問題点は戦後段階においてさらに明瞭化してくるので後段で再びとりあ
社会認識のうえで強力な役割を果す組合せ分類の方法は、このように、一斉調査ではじめてとりいれられ、夏期
（注）昭和三○年「臨時農業基本調査」ではじめて農業経営規模別の農家兼業種類の詳細が明らかにされた。
そして、自営業のなかでも林業・水産業自営は農業経営規模の上層に多いが、一方、加工業・運送業・商業などの小商エ
業自営は農業経営規模の下層と結びつくことが多いこと、また、賃労働は経営規模の下層と深く結びついているが、なか
でも、安定的職種とみられる恒常的賃労働が、多くは経営規模のもっとも小さな層と結びつくのに対して、人夫・日雇・
職人という不安定職頼のものは農業経営規模では、それより一段上の層に多く、これらが零細農業と結びついて強い滞留
的性析を示しており独占武本体制下の構成的失業を体現していることなどが明らかにされた。
このような意味におけるグループ分け方法定立のきざしは、農事統計の検討とセンサスカ式確立のための準備的
調査として行われた一斉調益から夏期調査にかけて漸次、前面にあらわれてくるものとみてよいであろう。
昭和十六年の農林統計改正を直接指導した近藤康男氏（当時、農林大臣官房統計課長）は改正にあたり「統計調
査
の
立
案
は
経
済
に
対
す
る
認
識
に
基
礎
を
世
く
と
著
者
は
信
ず
る
も
の
で
あ
る
。
如
何
な
る
統
計
的
調
査
を
す
る
か
、
即
ち
、
何
を
麺数へるか、．又一つのものを或る埜準によって区別して数へるか否か、等は綱識者の頭の中では予め一定の認識によ
の
（Ⅳ）
鋪って解決されて居らねばならない。調査の結果はこれに数字的回答を与岸えるに過ぎない」と統計調査の基本的観点
，→を述べているところからもそれがうかがえる。
〃しかし、当時において「統計洲査の立案の前提としての経済に対する認縦」は決して充分なものでなかったこと
だが、近藤氏自身によって戦後つぎのように深刻に反省されていることを指摘しておかねばならない。
率すなわち、「昭和十六年の艇林統計改正における鮫大の欠陥は統計の理論的活動が統計の実践に伴わなかった点
ｌ錦にあると思う。．…．．そのために経済統計が果すべき役割を十分に果すことができず、農業ないし農家というものの
鐸認識において一歩を進めることができなかったのである。根本的欠陥は農民階層の認識、農家のグループ分けとい
（肥）
う点が若干の改良はあったといえ、本質的には農事統計以来そのまき｛に足踏みをしていたところにある」と。統計
１２のグループ分け方法が統計調査の理論的過程のなかに明確に位置づけされていた・かどうかという点で、それは、き
調査で拡大され、そして戦後の本格的農業センサスにひきつがれてゆくのである。
すでに述べたように、この方法の発展は、把握対象の特質の認識にもとづいてグループ分けの標識が選択され、
標識変動の形態が決められるというように統計調査の理論的過程においてグループ分け方法の理論が定立されてい
るかどうかという点と結びついている。
2２
わめて不充分なものであったこどは確かであろうが、「農事統計以来足踏みしていた」という評価は明らかに低き
に過ぎるものと思われる。この点は、すでにみてきたように一斉調査から夏期調査にかけてとり入れられた組合せ
分
類
方
法
の
発
展
と
い
う
点
だ
け
を
み
て
も
明
ら
か
で
あ
る
と
云
え
よ
う
。
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一
一
一
七
頁
、
三
菰
二
頁
レーーーン「ゼムストヴォ統計の課題の問題によせて」一九一四年、『全染』館二○巻、邦訳七八頁
「農林統計改正要旨」昭和十五年、八六頁
2３典莱統計におけるグループ分けの発展
それは、まず、小商品生産という資本主義以前の生産様式のまま高度独占資本主義の再生産と蓄積のメカニズム
に
深
く
包
摂
さ
れ
て
い
る
自
作
農
的
零
細
土
地
所
有
に
立
脚
す
る
小
生
産
的
農
家
集
団
、
と
規
定
し
う
る
で
あ
ろ
う
。
そ
こ
で
は
農
産
物
の
商
品
化
と
労
働
力
の
商
品
化
と
い
う
対
極
的
な
方
向
が
著
し
く
促
進
さ
れ
て
い
る
が
、
分
解
の
主
要
形
態
は
、
一方、艇外産業部門とまたがった広汎な農民層のプロレタリア化（大勢は邪笑止の土地もち労働者Ⅱ潜在的過剰人
口
と
し
て
滞
留
）
と
、
他
方
、
経
営
集
約
化
に
よ
る
生
産
規
模
の
実
質
的
拡
大
（
小
商
品
生
産
者
と
し
て
の
性
格
が
規
定
的
）
と
し
て
あ
ら
わ
れ
て
お
り
、
そ
れ
は
著
し
く
お
し
ひ
し
が
れ
た
分
解
形
態
を
と
る
も
の
と
特
徴
づ
け
う
る
で
あ
ろ
う
。
そ
こ
で
、
小
生
産
的
幾
家
の
多
様
な
分
解
形
態
を
特
徴
づ
け
る
標
識
が
ま
ず
優
先
的
に
分
類
標
識
と
し
て
選
択
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ないが、そのためには第一に経営の規模を特徴づける標識、そして、農産物と労働力の商船化のていどと形態を表
現する標識が分類標識として選択され、さらに、これらが有効に組合されることが必要であろう。ここでは目小作
別分類は地主的土地所有の解体に伴って生じた対象の歴史的性格の変化によって、もはや蕊本的分類たる位置を占
めるものでないことは明らかである。
改革後、現段階における小生産的農家集団の客観的・部分的職成に閲して山田盛太郎氏の次の総括を基本的認識
と
し
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
戦後、現亟
であろうか。
「農地改革以前、地主的土地所有制下にあっては、農家経済の階層序列は、地主プロ．ハー及び地主自作を別格とす
口
農
地
改
革
後
の
自
作
農
的
零
細
土
地
所
行
制
下
の
小
生
産
的
農
家
集
団
に
つ
い
て
つづいて戦後の農家統計におけるグループ分け方法の検討に入ろう。
戦後、現段階において、農家の統計的グループ分けの前提となる把握対象の基本的特質はどのように認識される
2４
れぱ、一般に自作農・自小作農・小作農の序列をとっていたものが、改革後べ戦後段階にあっては、階層序列は、
経営規模別の序列の形をとり、その上端には富農が小数、そしてその下部には、農業経営の上からいえば窮迫農で
（１）
はあるが農家総所得の上からい』えば寧ろ賃金俸給等収入に主体をおくところの大量が存在する形をとっている」
目小作別分類はすでに述べたように、所有者資格の圧倒的優位のもとで農民経営を性格づける基本的なグループ
分
け
と
し
て
、
戦
前
の
農
家
統
計
グ
ル
ー
プ
分
け
に
お
い
て
中
心
的
地
位
を
占
め
る
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
戦
後
の
農
地
改
革
で
地
主的土地所有が解体され、家族労働とそれに対応的な小土地所有との統一を理念とする自作農的土地所有制のもと、
全
農
家
は
自
作
農
あ
る
い
は
ほ
ぼ
こ
れ
に
近
い
形
態
の
も
の
に
変
化
し
、
さ
ら
に
、
こ
の
経
営
と
所
有
の
一
体
化
の
状
態
の
維
持
が
法
的
に
も
裏
打
ち
さ
れ
て
い
る
と
い
う
現
段
階
で
は
、
こ
の
分
類
が
、
戦
前
と
同
じ
よ
う
な
意
味
で
、
同
じ
て
い
ど
の
重
要
性
を
も
つ
も
の
で
な
い
こ
と
は
誰
の
目
に
も
明
白
で
あ
ろ
う
。
改
革
後
の
小
作
地
が
全
体
の
傾
向
と
し
て
零
細
層
に
集
中
し
て
い
る
点
は
充
分
に
注
意
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
が
、
い
ま
残
存
し
て
い
る
小
作
関
係
そ
の
も
の
が
農
家
経
営
を
性
格
づ
け
る
標
識
と
し
て
殆
ど
重
要
な
意
味
を
持
っ
て
い
な
い
と
い
う
こ
と
も
確
な
と
こ
ろ
で
ある。改革後の現段階では農業経営を性格づけるという意味での基本的な農業経営分類は経営規模別グループ分け
に
移
行
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
農
業
経
営
の
発
展
は
集
約
化
に
よ
る
生
産
規
模
の
実
質
的
拡
大
の
動
き
を
強
く
含
ん
で
行
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
経
営
規
模
別
グ
ル
ー
プ
分
け
も
耕
地
而
穣
だ
け
を
標
識
と
し
て
、
こ
れ
ら
の
級
間
隔
を
い
か
ほ
ど
細
分
化
し
て
み
て
も
そ
れ
に
よ
っ
て
具
体
的
な
農
家
経
営
の
諸
類
型
を
み
つ
け
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
耕地の大小とともに投資の結果を反映する生産規模の標識として農産物生産額、あるいは、さらに積極的に、商
品生産の観点から販売額を標誠としたグループ分けが必要とされる。
（注）農業統計の規模別グループ分けにおいて販売額を分類標識にとることの糠極的な意味については後述する。
2５農業統計におけるグループ分けの発l製
出
つ
｡ また、農業生産の分化を反映する経営部門別グループ分けがどうしても必要であり、そして、それらは、さらに
そ
れ
ぞ
れ
の
経
営
部
門
に
適
合
し
た
規
模
標
識
に
よ
っ
て
グ
ル
ー
プ
分
け
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
また、これら経営規模別分類は雇用労働使用規模別分類と組合せられるべきであろう。雇用労働は、恒常的にそ
れを必要とする物質的基礎とともに把握されるのでなければ具体的な農民類型を拙き出す標識とはなりえない。だ
か
ら
経
営
規
模
別
分
類
と
の
組
合
せ
分
類
法
が
と
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
一方、多様な形態をとって進行する広汎な農民層のプロレタリア化という現実を前にして、旧来の世帯基準の専
兼業分類の形式によっては現段階における農業経営の分解に関してどれほど有効な認識が得られるか疑問である
そして、生産額あるいは販売額による規模別分類は経常面積規模別分類と組合わされねばならない。経営規模別
グ
ル
ー
プ
分
け
の
標
識
と
し
て
経
営
面
積
と
生
産
額
（
販
売
額
）
の
両
者
は
互
に
補
充
し
合
う
べ
き
も
の
で
あ
る
と
云
わ
ね
ば
な
ら
な
むしろ、農業生産の主体が老令者と婦人の労働に移行することによる小生産農業の事実的解体の具体相を描き川
し
う
る
グ
ル
ー
プ
分
け
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
では、農業統計の実際においてグループ分けはどのような展開を示しているであろうか。’九五○年センサスに
よって・マーンサスカ式による農家の総合的調査の基礎は、統計調査の主体・機構の確立とともにかたまったものとみ
られるが、それ以降の五年毎のセンサスをつうじてとられてきた主要なグループ分け方法の概略を述べておこう。
い
◎
経営規模別グループ分けでは経営耕地而菰を基本的な標識としているが、一九五○年（昭和二十五年）には例外的に分
類標識として耕地面秋のかわりに鰹用地面菰がとられ、また、昭和三十年には「総合経営規模」と呼ばれる新しい規
2６
二一一一男女の兼業は、その大多数が、その家の鍵家経済ときり離して考えた方が現状把握として正しい．これ求での兼
菜区分とは別に新しく兼業従輌者の世帯上の地位の相述に埜く兼業区分－面系親兼業農家、傍系親兼業農家－を提案す
（２）
る」と。この提案は現実の対象に生じた変化に薪目した９℃のといってよい。この線に沿って、一九六○年セソサスでは
兼業に従獅する家族員の世帯内の続柄（世帯主、あとつぎ、その他）によって兼業農家のタイプを三区分する方法が新
しく灘入されている。
槙別グループ分けが猟入されている。これらの問題点についてはいずれも次節でとりあげる。
寵た、一九六○年（昭和三十五年）にははじめて、腱雌物販売額によるグループ分けが蝉入され、これと耕地而秋規
模別グループ分けとの細合せ分類が行われ、土地而秋に規制されない蝶約的な商品生藤部門の発展の姿をとらえること
になった。さらに、三○、一一一五年には雇用労伽日数別グループ分けがはじめてとり入れられ、これが耕地面識規模別グ
ループ分けと組合せられている。
しかし、四十年にはこの分類はとられていない。
また、艇産物商品化のていどと艇業煎月との組合せによって艇業経営形態をいくつかの類型にまとめることによって
経営分化の段階と形態を示そうという意図をもつ靴だの経営形態別ダル・‐プ分けがセンサスの都度、形をかえて猟入さ
れている。しかし有効な分類槻式が定立されたとはいいがたい。ただ昭和四十年になって、はじめて農業経憐形態別グ
ループ分けと、それぞれの経営形態に適合した分類標識による規模別グループ分けとの組合せ分類が試みられているの
は新しい方向を示すものと評価してよい。
一方、労働力商品化のていどと形態は、一応、第一種兼業、第二極兼業別分類と賃労働兼業の甑類別分類との組合せ
分類によって示されているものと翠られる。
しかし、昭和三十年「臨時農業雑木調森」以後、世柵（世帯成員のすべて）を雅準とした兼業規定をもって農家経悩
を性格づける標職とすることの矛盾がつよく指摘され始め、一九六○年（昭和三十五年）センサスに先だって行われた
鵬術研究では次の提案が行われた。
すなわち、「戦後における艇家の一一三男女の兼業従叩（主として被鮒兼業）のもつ懲味は明らかに戦前のそれとは述
っている。
農業統iilにおけるグループ分けの発展2７
（３）
もとＪもと「社会集団は部分集団相互の間の矛盾対立をとおして歴史的にたえず変動している」９℃のであるが、こ
の点に関し、とくに、盗木主凝の現段階の下で、小生産的農家集団は商品生艦と自給化産、賃労働の履川と腱外産
業部門への被川などのさまざまなていどにおける絡み合い、そして階層分解をつうずるこれらの絡み合いの度合の
ふだんの変化を含みながら変動するものであるから、ここでは工業統計などとくらべて安定した分類様式の安立は
は
る
か
に
困
雄
で
あ
る
と
云
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
木村太郎氏も「農家統計における安定的な分類様式の定立の困難性は、結局のところ、農業が常に歴史的な段階
こ
れ
ら
の
経
緯
を
へ
て
、
一
九
六
五
年
（
昭
和
四
十
年
）
に
は
「
新
し
い
農
家
分
類
」
（
農
林
省
統
計
調
査
部
「
農
林
統
計
に
用
い
る
農
家
分
頓
」
一
九
六
五
年
七
月
）
が
導
入
さ
れ
て
い
為
。
こ
の
「
新
分
類
」
の
雅
本
的
茄
眼
点
は
、
今
日
の
農
民
隅
分
解
の
深
ま
り
の
な
か
で
す
で
に
農
民
脳
の
広
汎
な
部
分
を
占
め
る
に
至
っ
た
「
土
地
も
ち
労
働
肴
」
的
爽
休
を
も
つ
部
分
を
特
徴
づ
け
為
た
め
に
は
農
業
級
憐
に
側
す
る
諸
標
識
を
も
っ
て
し
て
は
も
は
や
有
効
で
は
な
い
と
い
う
認
識
に
立
っ
た
も
の
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
セ
ン
サ
ス
艇
家
の
架
団
を
「
自
家
農
業
に
専
従
す
る
家
族
従
祁
者
一
人
を
保
有
す
る
経
憐
規
模
の
線
」
（
仙
妃
二
頁
）
を
雑
準
と
し
て
、
小
商
品
生
瀧
者
的
性
格
を
も
っ
た
染
川
と
土
地
も
ち
労
働
者
的
性
格
を
も
っ
た
雄
川
と
に
区
分
し
、
前
者
（
一
稲
農
家
と
呼
慕
）
に
対
し
て
は
農
業
経
憐
を
特
徴
づ
け
る
洲
棟
織
（経営規模、経常形態、専雅業）による分類方法を、後者（二煎腿家と呼ぷ）に対しては生活給源の観点から世搬を柵
徴
づ
け
る
分
類
方
法
を
と
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
農
民
屑
の
広
範
な
部
分
が
輔
実
上
の
土
地
も
ち
労
働
者
と
し
て
滞
刊
・
堆
積
し
て
い
る
と
い
う
分
解
の
現
状
に
対
す
る
つ
よ
い
認
識
を
韮
礎
に
お
い
た
も
の
と
云
っ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
以上にみてきたように、戦後農業センサスの展開に伴ない、各顧の農家分類法が新しく導入され、そして消滅す
るという経過を示しているが、いずれも高度独占資本の支配する段階において前時代的な生産形態のもと特殊な分
解
を
と
げ
つ
つ
あ
る
農
民
層
を
具
体
的
に
認
識
す
る
う
え
で
す
ぐ
れ
て
有
効
な
分
類
様
式
が
体
系
と
し
て
確
立
さ
れ
た
と
は
云
い
雛
し、
。
（４）
８を異にする諸生産を内包しており、津《た内包しつつ発展するという、農業発展の特殊性に帰せられる」としてい
２
農家統計のグループ分けは、農民層のこのような複雑な分解の方向と形態を、経営規模、農業種目、労働力（就
業
）
榊
成
、
労
働
力
雇
被
用
な
ど
の
楳
識
を
組
合
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
そ
れ
ら
の
杣
互
関
連
の
も
と
に
お
い
て
全
面
的
か
つ
具
体
的
に
とらえ、独占資本支配下の小生産的農家集団の部分的・類型的概成を解明するものでなければならない。
進行している。
とくに現段階における農家統計グループ分けが前提とすべき把握対象の歴史的特質についての認識はきわめて複
雑なものとならざるをえない。繰返して言えば、高度独占資本の支配のもと、農業は段階的ずれをもつ前時代的な
生産様式に立脚したまま、国民経済再生産の不可欠の榊成部分として包摂され、資本による農民把握と収奪の強化
によって農業と農民層の相対的地位の低下が必然的にすすむなかで、集約化による小商品生産者的発展を基調とし
つ
つ
も
、
一
方
の
極
に
、
き
わ
め
て
小
数
の
富
農
層
が
形
成
さ
れ
、
他
方
、
大
多
数
の
農
民
層
は
農
外
産
業
部
門
に
対
す
る
労
伽
力
の
供給基盤に転化され、農業の基幹となるべき労働力をまきこんだプロレタリア化がひろまり小生産農業の空洞化が
てられたものである。
おわりに、ここで専兼業別分類について、戦後、その分類様式の内包する矛盾が表面化してくるに至る経紳につ
いて若干の考察を加えておこう。
もともと、農家兼業という統計上の規定は、農家の家族労働力の一定量が自家農業以外の部面に転用されること
によって一定額の現金収入を得ているという社会現象に藩目して、そのような状態にある農家を把握するためにた
る
。
2９農業統計におけるグループ分けの発展
このように農家の専兼別分類は、もともと農業経営の性格づけをとおして農民層分解のていどと形態を表現する
グ
ル
ー
プ
分
け
で
あ
る
と
云
う
こ
と
が
で
き
る
。
ところで、「家族労力の一定麺が自家農業以外の部面に転川されることによって一定額の現金収入を得る」とい
う現象を把握するためには統計調査の実践的規定としてⅢ農業の産業としての領域確定の問題官営兼業把握のた
め）側自家農業外従事をいかなる労伽力主体にかかわらしめるかの問題③兼業従燕労伽あるいはその収入の趾的限
界基準をどこに定めるかの問題、などが解決されねばならない。
農事統計以来、今日の農業センサスに至るまで、廓兼業分類に関して理論上あるいは実践的規定の上で論議され
（５）
て
き
た
主
要
な
問
題
点
は
前
記
三
点
の
い
ず
れ
か
に
関
す
る
も
の
で
あ
っ
た
と
一
云
っ
て
よ
い
ここでの問題は第二の点にかかわる。
日
本
の
農
業
統
計
の
専
兼
分
類
は
伝
統
的
に
専
兼
判
定
の
主
体
を
世
帯
（
全
世
帯
員
）
に
お
い
て
き
た
（
世
帯
員
の
誰
か
が
自
家
農
業
以外の業に従事するものを兼業鍵家とする、として兼業判定の主体を世帯におくことを明確に規定したのは昭和十三年一斉調杢
がらである）
それが経営内容を変化させ、
ったと言ってよいであろう。
てきたのが専兼業別分類である。
ところが、この世帯を基準として農家兼業を規定する方法は、世帯員の就業に対する家父長制的規制がくずれ、
そしてこのような状態にある農家を兼業農家として把握し、専業農家とは性質を異にする鰻家集団として区別し
このグループ分けの意義は、農家家族労力の自家農業外就業の進行が農業経営に対する熱意、能率などに作用し、
れが経営内容を変化させ、ひいては農家としての階級的性格の変化に通ずるという認識を前提とするところにあ
３０
世帯員労働力に対する家父長制的把握の解体のもとで世帯員の広汎なプロレタリア化が進行するという実態をま
えにして、専兼分類という農家分類様式そのものの社会認識上での有効性が根本的に問われていると云わねばなら
農民層分解の進行が農家世帯成員内での農業と農外の職業的分化を一般化させてくるのに伴ない、農家経営を性格
づけるための分類様式としてその矛盾を表面化させることになったのである。
この矛盾の根源は、云うまでもなく、世帯（住居および生計をともにするものの集り）という消費概念に立脚した標
識
を
も
っ
て
経
営
の
性
格
を
特
徴
づ
け
る
分
類
標
識
に
転
用
し
て
い
る
と
こ
ろ
に
あ
る
。
同様に、他方「世帯員のなかに農業以外の業に従事するものが一人もいない世帯」という専業農家規定も積極的
に経営を性格づけるものではない。
したがって専業農家のなかには、働き手のいない老人世帯、寡婦世帯、単身世帯、保護世帯なども含まれるとい
う
矛
盾
と
し
て
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。
零
細
層
で
析
出
さ
れ
る
専
業
農
家
と
は
、
主
と
し
て
、
こ
の
よ
う
な
農
産
物
の
商
品
化
か
ら
も
労
働力の商船化からもすでに無縁となった特殊世帯から成ることになる。
卯
兼
業
分
類
が
腱
家
維
営
の
性
格
を
特
徴
づ
け
る
グ
ル
ー
プ
分
け
と
な
る
た
め
に
は
経
営
面
を
性
格
づ
け
る
標
識
、
た
と
え
ば
経
営
主
の
就
莱
状
態
を
選
択
す
る
こ
と
が
谷
川
的
で
あ
る
と
さ
れ
よ
う
。
〈
こ
の
場
合
に
は
、
兼
業
師
類
別
の
没
家
分
類
は
個
人
（
経
営
主
）
単
位
の
職業的区分とも一致しうる〉
しかし、兼業規定を農業経営主にかかわらしめるためには、世帯主概念とは区別された農業経営主概念が実態的に明
瞭であり、また、統計調査をつうじて確認しうるものになるのでなければならない。
こ
の
さ
い
、
重
大
な
困
難
は
、
事
実
上
、
農
業
経
営
を
喪
失
し
て
い
る
土
地
も
ち
労
働
者
的
農
家
で
は
農
業
経
営
主
は
概
念
的
に
も
構
成
さ
れ
ず
実
体
的
に
も
把
握
し
え
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
経営主を判定の基準とする兼業規定はこのような現実によって拒否されてしまう。
農業統lilにおけるグループ分けの発展3１
日本の農業統計では経営規模別グループ分けの標識として農事統計以来経営耕地面積がとられている。しかし後
でも述べるように経営耕地面積だけが経営規模を反映する標識ではない。たとえば、土地利川上の差異を反映させ
た作付面積が標識とされることもあるしまた、欧米のセンサスでは一般に経営耕地のほか採草地や放牧地などを含
めた農用地面積、あるいは農場総面積が規模分類の標識にとられている。さらに、これら土地面積のみによっては
経常規模を正しく及映することができないという点についてもすでに一般によく知られているといってよい。また、
経営規模別グループ分けでは経営規模をあらわす標識の変動が一定の質をあらわすように選択されねばならないと
ない。（波）ついでながらここで一言しておきたいことは、全日腿（全Ⅱ木出尺組合逆〈川会）が一九六三年の第六回大会以降「専
（６）
業下層および第一報兼業の農民廟」を運動の「主要な勢力」とするという方針を立てていることである。階級的視点に
お
い
て
、
現
実
に
対
応
す
べ
き
対
象
的
部
分
の
不
分
明
な
こ
の
よ
う
な
統
計
上
の
定
義
を
も
っ
て
、
そ
の
壼
董
実
践
運
動
の
基
礎
に
お
く
こ
とは問題であると思われる。
⑩山田蝋太郎「日本農業再生藤榊造の雅礎的分析」昭和三十七年、三七頁
②「世界農業センサス碓術のための識研究」（昭和一一一十三年度農林漁業試験研究費補助金による肌究報化拙ロ）
③
上
杉
正
一
郎
「
統
計
の
基
本
的
性
格
」
（
経
済
学
と
統
計
）
’
九
五
九
年
、
六
九
頁
側
木
村
太
郎
「
土
地
耐
祇
分
類
論
」
国
学
院
大
学
政
経
諭
磯
、
館
二
巻
第
四
号
、
昭
和
三
十
八
年
五
月
⑤この点、加川慌文「幽家兼業の概念」（前川）は農家兼業に側する統計鯛炎上の雌本間題を総括雛剛した労作である。
③
「
日
本
労
働
年
鑑
」
大
爪
社
会
問
題
研
究
所
、
第
三
十
七
集
、
三
九
二
頁
三
経
営
規
模
別
グ
ル
ー
プ
分
け
3２
土地以外に格別の生産手段がないとき、たとえば前時代的な土地制度が農業への資本投下を阻むためプリミチー
ブな労働手段による裸手労働経営が支配的であるというような場合には、云うまでもなく土地は専一的な生産手段
で
あ
る
か
ら
経
営
規
模
は
、
一
般
に
、
土
地
面
積
に
よ
っ
て
表
現
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
労働手段の質蟄的発達がみられるようになると経営面績の大小は、そのような固定費本投下の規模と内容職成を
規制することによって技術水準の優劣差を実現させる基礎として作用することになる。この意味でまず、「経営規
（１）
模
と
は
そ
れ
ぞ
れ
の
技
術
溝
造
を
』
つ
ち
に
含
め
た
概
念
で
あ
る
」
と
一
云
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
ｉ
経営規模の大小が生産者としての農家の階層性を生み出す土台として作用するというのは、小生産者の労伽生産
ケ
物が市場で社会的計算をうけるさい、このような技術水準の優劣の差が、一個の市場価値のもとにおいて、小生産
な
い
◎
とがで髪）よう。
いう原則については、すでに前にも述べたところである。
すなわち、経営規模別グループ分けに関しては、まず、農業経営規模とは何か、経営規模別グループ分けの意義
をどこにみるか。それはどのような標識によって反映されるか。その標識変動をどのような根拠にもとづいてどの
ような鐘的クラスに分類するかなどが意識的にとりあげられねばならない。
以下、これらの問題点にふれながら日本農業統計における規模別グループ分けの検討を行うことにしよう。
農業経営規模とは、一般に、生産手段（土地および土地以外の生産手段）と労働力の結合された大きさと言うこ
その大小は農業経営の性格づけにとって基本的な意味をもっている。
と
く
に
、
そ
れ
は
生
産
者
と
し
て
の
農
家
の
階
層
性
を
生
み
出
す
土
台
と
し
て
注
目
す
べ
き
意
義
を
も
っ
て
い
る
と
云
わ
ね
ば
な
ら
この意味において、土地は農業における生産手段の基本としての地位を占めるものと云いうる。
わが国の農業統計のみならず広く諭外国においても経営規模をあらわす避本的な標繊として土地面積が選択され
ているのも首肯しうるところである。
ところが、集約的な施設園芸農業や飼料生産と結びつかない大規模畜産などの形態で土地面積に規制されない方
識向での資本投下がすすめられてくると、経営而繊の大小が資本投下の大小を規制するという関係は一般的には成り
のけ立
た
ず
、
し
た
が
っ
て
ま
た
、
そ
こ
に
両
者
の
対
応
関
係
は
存
在
し
な
い
こ
と
に
な
る
。
分プ
こ
の
よ
う
な
単
位
而
織
あ
た
り
資
本
支
出
の
著
し
い
増
大
を
伴
う
農
業
発
展
の
形
態
は
土
地
而
微
を
標
識
と
し
た
経
営
規
模
分
類
に
ル
よ
っ
て
は
当
然
、
反
映
さ
れ
な
い
こ
と
に
な
る
。
グ
り
る
｝
」
の
点
に
つ
い
て
は
、
よ
く
知
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
、
レ
ー
ー
ー
ン
は
「
資
本
主
義
的
農
業
発
展
の
主
要
な
進
路
は
、
ま
さ
に
、
小
経
け
、
、
、
、
１
１
、
、
傘営が、土地而秋の点では依然として小経営でありながら、生産の規模、畜産の発展、施肥の麺、機械使川の発展、
も
り
、
（２）
繍等点の点で大経営に転化することにある」（傍点レーニン）「土地面積は経営規模を間接的にしか証明せず、しかも、
（３）
鐸この『証明』は農業の集約化が広範に、一ェた、急速に進行すればするほど、ますます確実性がすぐなくなる」もの
であると批判し、集約化の広範な急速な進行のもとでは経営規模を直接に証明する標識として経営の生産額のほう
３３がすぐれているシ」とを実証したのである。
者たちのあいだでの生産物の個別的価値の相異をもたらすように作川するという意味においてである。
云うまでもなく、農業においては土地そのものが労働手段又は労働対象として作川するのであるが、さらに、い
ま述べたようにその広狭が機械その他の固定資本投下の規模と構成内容を規制する、という点に留意しなければな
らない。
3４
要は、選択されるべき規模分類標識が、一定の歴史的条件のもとにおける把握対象の現実の構成を反映するもの
で
あ
る
こ
と
が
必
要
と
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
、
分
類
標
識
は
決
し
て
、
形
式
的
・
画
一
的
・
固
定
的
に
考
え
ら
れ
る
べ
き
も
の
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
た
と
え
ば
十
九
世
紀
末
、
旧
ロ
シ
ア
農
村
で
、
農
民
層
分
解
の
進
展
が
分
与
地
的
土
地
所
有
と
い
う
法
的
枠
（家族内の男子の現在員数を基準として決められている）をのりこえているとき、レーニンは、当時、ゼムストヴ
オ統計でひろく川いられていた分与地面秘を標繊とした農家経憐分類法を事実的な分類ではないと批判し、経済的
同じ論文の中でも「土地面積による分類の意義という問題については、この分類をまったく役にたたないものと
み
な
す
こ
と
ば
で
き
な
い
と
い
う
一
般
的
結
論
が
え
ら
れ
る
。
た
だ
、
つ
ぎ
の
こ
と
だ
け
は
決
し
て
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
（４）
すなわち、この分類に大規模生産による小規模生産の駆逐を過小に表現するということ」であると述べ、そのさ
い、土地面税別と賀労働使川規模別の紺合せ分類の方法を提起しているのである。
（
注
）
レ
ー
ニ
ン
は
、
こ
れ
よ
り
以
前
、
一
九
○
七
年
ド
イ
ツ
の
腿
業
セ
ン
サ
ス
の
結
果
が
も
っ
ぱ
ら
経
営
耐
杭
別
に
の
み
分
類
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
も
つ
ぎ
の
よ
う
な
伺
棚
の
主
旨
の
指
摘
を
行
っ
て
い
る
。
「
土
地
は
疑
い
も
な
く
農
業
に
お
け
る
主
要
な
生
藤
手
段
で
あ
る
。
だ
か
ら
、
経
営
の
規
棋
、
し
た
が
っ
て
ま
た
経
営
の
型
に
つ
い
て
は
…
土
地
面
積
に
よ
っ
て
も
っ
と
も
正
し
く
判
断
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
し
か
し
「
二
へ
ク
タ
ー
ル
未
満
の
土
地
を
も
つ
多
数
の
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
的
『
経
懲
主
旧
の
あ
い
だ
に
大
蒜
雌
絲
営
が
あ
る
…
…
こ
う
し
た
大
経
営
を
く
つ
に
と
り
出
す
こ
と
は
家
帝
弧
数
の
笂
料
に
よ
っ
て
も
労
働
、
、
、
、
、
、
、
者
数
の
資
料
に
よ
っ
て
も
完
全
に
可
能
で
あ
っ
た
の
だ
が
、
ド
イ
ツ
の
統
計
家
士
・
ら
は
…
…
土
地
而
秋
別
に
も
っ
と
こ
ま
か
く
わ
け
た
…
…
（５）
涜料で数百ページを肌ぬるほうをこのんだのである！」（勝点レーニン）
ここでもやはり絲憐Ⅲ秋川と家帝航数別又は労働者使川規棋別の純合せ分繊の方法をとるべきことが示唆されている。
しかし、云うま一
し
た
わ
け
で
は
な
い
。
云うまでもないことであるが》レーニンは何時でも何処でも土地面積を標識とした経営規模分類に反対
農業統計におけるグループ分けの発展3５
資力にもとづく分類として馬匹所有頭数あるいは作付面積などを標識とするべきことを指摘した。
また、さらに、馬匹所有頭数や作付面積による分類も疎放的な毅作経営の場合には有効であるが商業的作物や酪
農、園芸などの普及している地方では、それぞれの経営形態に適合した経営規模の標識（たとえば牝牛頭数あるい
（６）
煙草作付規模などの特殊作物の栽培面積）をとるべきであるとしたのである。
すなわち「作付面積の大きさで、都市近郊の酪農経営を判断することはできない。
ステップの耕作者や、野菜栽培者や、タバコ栽培者や、『ミルク・ファーマー』等々にたいして、一様な尺度を
もってきてはいけない。経営の同じ指標（たとえば、馬の数）も商業的農業の地方地方でちがった意義をもってく
（８）
「農民屑の分解の韮本的な傾向と、邨々の地方的条件に依存するその形態上｝は、それぞれ別個の問題である」と
い
う
の
は
こ
の
よ
う
な
意
味
に
お
い
て
理
解
し
う
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ところで日本の農業統計では明流末期にはじまる農事統計以来、縫い間にわたりもっぱら経営面穣（耕地面欄）
を
標
識
と
す
る
経
営
規
模
分
類
が
行
わ
れ
て
き
た
。
し
か
し
耕
地
而
穣
に
規
制
さ
れ
な
い
経
営
部
門
の
発
展
と
農
業
生
産
の
分
化
の
動
きに対応して、戦前すでに、農業種類別グループ分け（昭和十三年一斉調査）が導入されたが、集約化による農業
発展のすがたを反映させる規模分類の方法としては、ようやく戦後（一九六○年センサス）になって農産物販売額
を
標
識
と
し
た
規
模
別
グ
ル
ー
プ
分
け
が
で
て
く
る
。
耕地面積を標識とする規模別分類については、さらに、後で述べることにして、ここで戦後農業統計にあらわれ
た耕地面積以外の標識による規模別農家分類方法にふれておこう。
一表ず、一九五○年（昭和一一十五年）センサスにさいし、従来の経営耕地面祇に代って欧米的な農場面穣（耕地の伝か
（７）
る
の
で
あ
る
」
3６
も
の
で
あ
っ
た
。
に採草放牧地、宅地、道路などを加えた而秋）を標識とする経営規棋分類がとられた。その根拠は統計結果の国際比較
のためと帝雄の発展を考慮した場合にそのほうが合理的であるということにあった。しかし真実の経過ほ占領、によっ
す）
てＦＡＯの．プログラムの規定に盲従することを強いられたものであった。
わが国のように集約的な耕種農業が支配的であって、・耕地以外の鰹用地が農業経営の有機的な榊成要素となっていな
いところにおいて、緋地以外の土地を含めた腱用地而枇をもって維徴飢棋分類の梛繊としたのは具体的な対象の崎睡の
認
織
に
も
と
づ
か
な
い
分
類
柳
繊
の
選
択
で
あ
っ
た
と
い
わ
れ
腿
な
ら
な
い
。
艇
川
地
面
秋
分
類
の
採
用
は
、
社
会
總
織
の
用
兵
と
し
て
の
統
計
の
役
割
を
低
め
る
も
の
で
あ
っ
た
。
昭和三十年臨時鍵業基本調謹になると腱用地面積による経営規模分類は全而的に婆を淵し、代ってあたらしく「綜合
総
営
規
模
」
と
い
う
牌
想
が
鑑
場
す
る
。
この榊想は錐約化のかたちをとった経営拡大を評価するためには耕地而秋の広狭のみで級懲規模を表現することは不
十
分
で
あ
る
と
い
う
考
砥
と
と
も
に
、
さ
ら
に
一
層
根
本
的
に
は
、
部
落
内
の
身
分
階
層
制
を
軸
と
し
た
畿
村
の
社
会
階
級
的
区
分
を
意
図
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
耕
地
、
家
帝
、
山
林
な
ど
に
つ
い
て
概
郡
的
所
柵
に
よ
り
評
点
化
し
て
合
計
し
た
も
の
を
「
綜
合
経
勝
規
棋
」
と
し
、
こ
れ
に
さ
ら
に
脈
川
、
被
川
の
測
点
を
い
れ
て
八
つ
の
評
点
階
隅
に
区
分
し
て
い
る
。
こ
の
構
想
は
、
関
連
す
る
い
く
つ
か
の
分
類
標
識
の
意
味
あ
る
組
合
せ
に
よ
っ
て
対
象
の
具
体
的
特
質
に
接
近
す
る
と
い
う
方
法
（
た
と
え
ば
、
山
林
所
有
而
穣
と
経
営
緋
地
面
枝
と
の
組
合
せ
分
類
に
よ
っ
て
標
識
の
間
の
相
互
関
係
を
示
す
と
い
う
方
法
）
に
よ
っ
て
で
は
な
し
に、統計的分類におけるそれぞれの標繊を点数化して合鰍するという手段によって、面接的に、腱村社会階級区分へ代
位
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
しかも、この区分の基軸を共同体的部落ヒエラルヒーにおくという考えであって、改革後の農村における封建制実在
の根拠として水利や山林利用をめぐる「共同体的規制」を重視するという当時、強調された一思潮の影馨を強く受けた
一九六○年（昭和三十五年）セソサスになると「綜合経営規模分類」もまた全く姿を消し、経営耕地而秋を標識とし
た規模別分類が再び基本的な経営規模別分類として復位してくる。
3７艇業統計におけるグループ分けの発展
農産物生産額あるいは販売額を標識とした規模別グループ分けはこのような意味をもっている。
ところで、農業経営の生産規模をあらわす標識として販売額をとるのは、調査技術上において自給物の評価とい
う
難
点
を
さ
け
る
と
い
う
意
味
と
、
さ
ら
に
、
秋
極
的
に
、
商
品
生
瀧
農
業
の
規
模
を
表
現
す
る
と
い
う
意
味
を
も
っ
て
い
る
。
この点、エ業統計の規模別グループ分けにおける規模の標識としての生産額と出荷額の側係とは異る。
もともと、自給生産の工場というものはありえない。だから、エ業統計では「生産額と出荷額との差は、主とし
て期末期初の製造品在庫の状態によるのであるから、在庫状態がほぼ一定である場合には、どちらの標識によって
も、結果からみればほとんどおなじことであるが、景気の変動にともなって、在庫の状態が変化するのであるから、
（、）
出荷額だけによってエ場の生産規模をあらわすには多少の雌点がある」とされるのであるが、自給生産を含む膿業
そのさい、農産物販売額を標識とした規模別分類がセンサスで始めてあらわれたことに注意したい。
農業生産の結果の大小を示す標識によるグループ分けは、経営面積の大小とともに投貸の規模と内容の差を反映
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
土
地
而
秋
を
標
識
と
し
た
規
模
別
グ
ル
ー
プ
分
け
と
補
充
し
合
う
も
の
と
し
て
組
合
せ
ら
れ
る
べ
き
で
あ
とくに、生産規模の大小にもとづく優劣は商品生産農業についてのみ言いうるわけで、農産物商品市場において
大規模生産と小規模生産とを分っための標識として農産物販売額を選択することは祇極的な意味をもっている。
る
Ｃ
の場合には事情を異にする。
（注）かつて、私は農産物販売額を農家経営分類の基準にとった統計笈料のグループ分けによって、耕作規模別分類のさま
ざ寅な府にわたって進行している商品生産規模別の階屑分化の槻相を示したことがある。そして、そのさい小規模耕作
（ｕ）
層がそのような分化分解の起動点となっていることを指摘した。
3８
しかし、生産額にしても販売額にしてもいずれも貨幣価値変動の影響をうけるので、規模標識として、時系列比
較の点で弱点をもっている。
（注）生産額あるいは販売額などの貨幣的表現の標識による規模別グループ分けでは時系列比較のため価格変動を老脳して
グループ分けの級界を修正することが必要とされることがある。
たとえばアメリカの艇業セソサスで行われている経済階級別グループ分け（の８国。且ｎ口一四協罵向島。ｐ・【「煙『ョ⑩ｌｌ
このかたちのグループ分けは一九四五年センサス以降導入されている）は農産物販苑額を標織とした規棋別グループ分
け
で
あ
る
が
、
マ
ヶ
ル
ヴ
ィ
ー
ソ
は
一
九
三
○
年
以
降
一
九
五
四
年
セ
ン
サ
ス
ま
で
の
結
果
に
つ
い
て
鰹
礎
物
の
鍵
家
受
収
価
格
指
数
を
デ
（血）
フ
レ
ー
タ
ー
と
し
て
グ
ル
ー
プ
分
け
の
級
界
を
修
正
し
経
済
階
級
別
農
場
数
の
時
系
列
比
較
を
試
み
て
い
る
。
・
一九六○年セソサスでは農産物販売額による規模別分類と経営耕地而秋による規模別分類を組合せた結合統計表
が与えられており、土地面秋に規制されない集約的商品生産部門の発展の姿をとらえることになった。
と
こ
ろ
で
販
売
額
を
分
類
標
識
に
と
っ
た
場
合
、
経
済
的
類
型
区
分
の
観
点
か
ら
、
そ
の
標
識
変
動
を
ど
の
よ
う
に
選
択
し
て
趾
的
クラスをつくるかということが問題となる。
この点、一九六○、六五年の両セソサスとも腱業所得と家計澱を座標として規定される経済的類型を表現するよ
うに販売額標識の区分が行われている。
たとえば一九六五年では次のようである。
（農産物販売額）
（幾家経済類型）
’
二
○
万
円
未
満
…
…
幾
業
所
得
で
家
計
費
の
半
分
し
か
賄
え
な
い
Ⅱ
二
○
－
五
○
万
円
…
…
艇
業
所
得
で
家
計
徴
の
半
分
以
上
は
賄
え
る
が
避
業
だ
け
で
は
生
活
で
き
な
い
Ⅲ
五
○
－
七
○
万
円
…
…
鍵
業
所
得
で
家
計
澱
を
ほ
ぼ
賄
え
る
Ⅳ
七
○
万
円
以
上
…
…
腱
業
所
得
で
家
計
費
を
賄
っ
て
余
剰
が
で
る
これとくらべて経営耕地而徽を分類標識とする場合にはすでに述べたように集約化が広範に、また急速に進行す
ればするほど、その標織変動の選択によって類型的な群を表現することはいよいよ困難となる。
経営耕地而秋を分類標識とするグループ分けが有効であるのはげんみつには集約度をほぼ等しくするという地域
繩的条件が前提になると云わねばならない・
のけし
た
が
っ
て
、
経
営
耕
地
而
俄
が
同
一
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
表
現
す
る
経
営
規
模
は
場
所
と
時
の
条
件
に
応
じ
て
異
る
も
の
で
あ
分フ
る
と
い
う
こ
と
を
考
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
々
かこの点、エ場の規棋別グループ分けにおいても同様のⅢ題がある。
溝工業統計において、全工場を労働者散によって分類する規模別グループ分け方法が広く用いられているが、上杉
傘正一郎氏は「労働者数が等しい工場でも、その規模が正確におなじであるということはほとんどなく、上述の諸条
〈皿）
諭件（資本の一何機的構成、技術的状態、労働条件など）の差異に応じて、エ場の規模にも差異を生じる」と述べ労働者数
蝶による規模別分類の限界を指摘している。
これは、経営面積にせよ労働者数にせよ、それが経営規模の規定要因の一つにすぎないものである以上当然のこ
９３とであろう。
ない。
（前出「腱林統計に用いる鰹家分類」による）
こ
の
販
売
額
に
よ
る
規
模
別
グ
ル
ー
プ
分
け
は
類
型
的
な
差
を
表
現
し
て
い
る
と
言
っ
て
よ
い
。
このようなグループ分けができるのは販売額という分類標識が、経営面積の大小とともに投資の規模やその内容
の差を含めて経営部門の相違をこえて貨幣表示によって一元的に農業経営の生産規模を反映しうるからにほかなら
4０
「経営規模は単なる空間的なる経営の大きさを意味するのみでなく、それと不可分離的に結びついている農民の
（晦）
層をも意味している」ものだからである。
ら
な
い
。
し
⑫
催ならない。
そこで以下、日本の避業統計における経営耕地而秋規模別分類の変遷について検討を加えることにしよう。
経営耕地而秋を棟誠とする規棋別グループ分けにおいて、たとえば、家族労伽力を完全燃焼するのに必要な規模、
一定の機械体系が合理的に作川するのに必要な規模、雇用労働を恒常的に必要とする規模、あるいは農業所得によ
って家計饗を充足しうる規模など、これらの経済的類型の分れ目を示すことができるならば、これらの分類標識に
さらに有効な統計指標を結びつけることによって農家の階層的分化の状態を具体的に示すことができる。
分
類
標
識
と
し
て
の
耕
地
而
績
の
超
の
選
択
は
こ
の
よ
う
な
経
済
的
タ
イ
プ
区
分
を
表
現
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
決
め
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
は
じ
め
か
ら
級
間
隔
が
便
宜
的
に
き
め
ら
れ
た
り
形
式
的
に
等
間
隔
に
区
分
さ
れ
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
て
し
て
き
て
い
る
。
そこで以下、
ここにまた、組合せ分類法が必要とされる根拠があるのである。
（注）ヘルデ・クーソも次のように述べている。
「労働者数は、その工業部門が労働集約的な生産過程であるか否かの事楕しだいで多かれ少なかれ特色をもつ。
大
経
営
と
い
う
類
型
的
な
群
も
部
門
の
ち
が
い
に
応
じ
て
い
ろ
い
ろ
の
労
働
者
数
に
よ
っ
て
特
徴
づ
け
ら
れ
る
。
た
い
て
い
の
場
合
、
経
営規模は、ただ労働力の数によってのみ特徴づけられるのでは充分ではなく、さらに多くの指梛、たとえば生産額、原
（皿）
動機の性能、エネルギー消費などが関連づけられねばならない」
このような琳情があるにしても土地は農業における基本的な生産手段であって、土地而秋は農業統計の実際にお
いても経営規模別グループ分けの分類標識として広く用いられているばかりでなくその基本的な地位を長い間保持
農業統計におけるグループ分けの発展4１
ところで、
ものである。
れなかった。
農事統計では五反未満、五反’一町、一－二町、二－一一一町、一一一’五町、五町以上の六区分がとられていた。明治
四十一年以降、累年、この区分によって農家統計が与えられており、戦前の期間をつうじてこの区分に変化はみら
すなわち、五反未満は三反未満と一一一－五反に、五反’一町は五反－七反と七反－－町に、－１－－町は一’一・五
町と一・五－二町に、一一－一一一町は二－一一・五町と二・五－一一一町に、それぞれ分割されている。
この細分化がどのような根拠にもとづいて行われたものか後で述べるが、まず、面積区分の原型となっている農
ところが今次大戦後になると、》
は、丁度、一○区分となっている。
（注）累年の農家統計として伽
商務省農務局（局長は前［
の三区分がとられている。
こ
の
三
区
分
が
ど
の
よ
う
な
根
拠
か
ら
き
め
ら
れ
た
も
の
か
直
接
の
証
明
材
料
は
見
出
せ
な
い
。
し
か
し
地
租
改
正
時
の
土
地
調
査
の
不
備
と
そ
の
後
の
変
化
に
応
じ
て
土
地
台
帳
を
整
備
す
る
と
い
う
目
的
で
明
治
十
八
’
二
十
一
年
の
（Ⅳ）
四カ年にわたって地押調査が行われているなどの背熨昂からして、この農家区分には資本の原蓄政策の観点からの地租納
入
額
に
よ
る
階
層
区
分
と
い
う
意
図
が
反
映
し
て
い
る
と
推
察
し
う
る
。
（もっとも、この場合には耕作反別区分ではなく所有反別区分でないと筋が通らないと思われるが）平野義太郎氏は後
年、この区分に関して「八反以上一町五反以下の層は倭小地主の典型を示したものであって、（蕊営よりいえば中農の中
・
下
屑
に
属
し
、
地
租
五
円
以
上
十
円
以
下
を
納
め
る
府
県
会
議
員
選
挙
資
格
を
柵
成
し
た
中
堅
層
で
あ
っ
た
」
と
述
べ
て
い
る
。
ろが今次大戦後になると、センサス実施の都度、面積区分の細分化が進行しており、’九六○年センサスで
（超）
累年の農家統計として農会調査による農事統計がでてくるはるか以前の一八八九年（明補二十二年）農事調査表〔農
務
省
農
務
局
（
局
長
は
前
田
正
名
）
に
よ
る
〕
で
は
耕
作
反
別
の
広
狭
区
分
と
し
て
、
八
反
未
満
、
八
反
’
一
町
五
反
、
一
町
五
反
以
上
わが国の農業統計の経営耕地規模分類でとられている量的クラスの原型は農事統計によって定まった
4２
察統計の六区分はどのような根拠から決ったものであろうか。
大正未年時の調査担当官であった長沢柳作氏は艇獅統計の規棋区分に関して「我国の農業経営而穣は頗る小にし
て一経営平均面秋倣に一町一反歩に過ぎず、若し独乙の如き標準に依らんか我国の農業の大部分は過少農となるべ
も
、
、
、
ｐ
１
１
１
１
１
（
、
）
し。故に農事調査に於ては我国農業の実際に顧み大艇、巾膿、小農等の名称を附せず、便宜数個の階級に分てり」
（傍点引川者）としている。
すでに、前節でも述べたように農会委託の農事統計は調査担当機関の能力、グループ分け理論の未成熟などから
対象の特質の認識にもとづいて分類基準の設定が行われるという本怖にはなかったものと云わねばならない。
（注）農事統計の而秋区分が便宜的にきめられたことを裏づけるものとして次のような事実も指摘しうるであろう。
す
な
わ
ち
、
農
会
に
委
託
さ
れ
た
農
事
統
計
が
統
一
様
式
に
よ
っ
て
統
計
を
出
し
は
じ
め
て
三
年
目
の
帝
国
農
会
第
二
回
総
会
（
明
治
四
へ豹）
十四年十月二十六日）において「鍵珈統計の改良に側する件」の決議が行われているがそのなかで耕作規税別分類にふ
れている。それによると、二町までは一反きざみ、菰町霞では一町きざみの分類にせよというもので、全く形式的な細
分化の主張がなされている。
これは調交担当主体のグループ分けに対する剛論の欠除を示す祇左といってよいであろう。
ところで、農事統計の規模区分を原型として、戦後進行する区分の細分化は、そのときどきのいろいろの根拠に
もとづくものであろうが、結局のところ、耕地而秋の区分の切り目を細分化することによって一定の型の農民の屑
に対応した経営規模の境界をみつけ出そうとして「盲の手さぐり」的にすすめられてきたものと云ってよいであろう。
しかし経営而秋を標識としたクラス区分のみによって、その間隔や限界のとりかただけを手がかりにしていくら
細分化してみても具体的な農民の型を識別するのはもともと困難なのである。
（注）⑩一九五○年セソサス当時の担当官であった鈴木稔氏は「これまでは而祇だけで階層わけをしたので、だんだんに紬
4３ 農業統i;lにおけるグループ分けの発展
統
計
的
グ
ル
ー
プ
分
け
に
よ
っ
て
農
民
層
の
諸
類
型
に
具
体
的
に
接
近
し
て
ゆ
く
た
め
に
は
、
絲
営
而
秋
区
分
の
細
分
化
の
方
向
に
よ
っ
て
で
は
な
く
、
地
域
や
経
営
形
態
の
ち
が
い
に
応
じ
て
経
悩
規
模
の
標
識
を
選
択
し
楳
繊
変
励
の
形
態
を
き
め
る
こ
と
、
そ
し
て
、
相互関述をもった他の分類標識との意味ある組合せ分類の方法を発展させてゆくことでなければならない。
こ
の
点
で
、
す
で
に
六
○
年
セ
ソ
サ
ス
以
来
導
入
さ
れ
て
い
る
経
営
耕
地
而
積
と
農
産
物
販
売
額
の
組
合
せ
分
類
、
な
い
し
六
五
年
セ
ン
サ
ス
で
ば
じ
め
て
行
わ
れ
た
経
営
形
態
の
グ
ル
ー
プ
分
け
と
そ
れ
ぞ
れ
の
経
営
形
態
に
適
合
的
な
規
模
標
識
と
の
組
合
せ
分
類
の
方向などに注目しておきたい。
また、経営面積規模分類と生産過程への固定資本投下を反映する標識との組合せ分類の方法も、これに有効な銃
く
な
っ
て
、
い
ま
で
は
兜
荷
の
手
さ
ぐ
り
』
と
い
っ
た
状
態
に
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
疑
問
に
つ
き
あ
た
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し、艇業祁類をかぎって毅作鰹業だけに耕地而稲親根分けをつかうということになればもっとあらい分類のほうがむし
（皿）
ろ目的にかなうのではないでしょうか」と正しい指摘を行っている。
②たとえば一九六○年センサスにおいて、五反’一町区分が五’七反、七反’一町に二分判されたことについて、次のこ
とが根拠であるとされている。
一一
す
な
わ
ち
「
家
族
労
伽
力
脳
低
限
二
人
を
前
提
と
し
て
、
こ
れ
を
完
全
燃
焼
し
う
る
限
界
経
営
規
模
は
東
北
型
水
田
単
作
集
落
で
は
ほ
ぼ
一町二反、水田二毛作・畑作の識集落ではほぼ七反である」〔艇応大学小池研究室によぉ「農業染落および農家の類型
化に側する研究」（昭和三○年度膿村動態調証結果鮒告鯏二部）〕
右
報
待
は
「
も
ち
ろ
ん
、
こ
の
紙
は
一
木
の
同
定
化
さ
れ
た
も
の
で
は
な
く
、
具
体
的
な
個
埒
の
集
落
の
綴
酒
組
織
の
あ
り
方
、
商
品
市
場
、
労
働
市
場
の
近
接
の
し
か
た
、
労
働
機
会
の
大
小
等
に
よ
っ
て
可
変
的
で
あ
る
が
一
応
の
避
地
と
な
る
」
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
地
域
農
業
経
済
の
具
体
的
な
諸
条
件
に
応
じ
て
可
変
的
な
区
分
基
準
を
全
図
鰹
家
の
経
営
規
襖
別
グ
ル
ー
プ
分
け
の分類基準に適用しても、農民層の具体的な類型を浮かび上らきることはできないであろう。
経営耕地而稜はたとえ同一であっても、それが表現する経営規模ほ場所と時の条件に応じて異るものだからである。
4４
事情にある。
そのため、一定限度以下の経営面祇の農民層では必然的に「過剰投資」となる。このような生産力発展と農業生
産形態（零細所有・零細耕作）との矛盾が段階的に深まってゆく様相は経営面秋別分類と固定投資の規模と榊成を
反映した標識による分類との組合せ分類の方法によって明らかに示されるであろう。
川小池基之「農業の経営規棋について」三田学会雑誌節一一一十四巻第十号、昭和十五年、四七○頁
②
レ
ー
ニ
ン
「
農
業
に
お
け
》
⑨
梵
本
主
義
の
発
展
法
則
に
つ
い
て
の
新
笂
料
」
一
九
一
五
年
、
『
全
集
』
二
十
二
巻
、
邦
訳
七
一
面
計指標を結びつけることによって、現段階の農業問題を認識するうえで有用な役割を果しうるものと思われる。
経営面績の大小は、固定資本投下（農業機械を中心とする）の規模と内容構成を規制するという意味において経
営規模別グループ分けのさいの標識として基本的な重要性が認められるのであるが、固定資本投下は経営競争のペ
ースとなる技術水準の上昇を反映して必然的に増大してゆくのに、一方、この投資増大を合理的なものとするため
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